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【要旨】　当院中央検査部による細菌検：査報告のうち，1992年4月より1994年3月までの2年間における
MRSA感染患者1536件について，新規発生件数，発生届数及び室料差額免除額について検：討を加えた．
　発生件数は月平均約30名であり，93年度と94年度との差は認められず，ほぼ同じ推移であり，感染症対
策マニュアルや教育指導の効果は認められなかった．
　発生届出率は，中座報告書に対し92年度51．7％，93年度23．1％と低調であった．この原因として医師の感
染症に対する認識が低く，全く発生届を出さなかったり，また隔離をしない患者（保菌者）についても報告
しなかったためと思われる．以上の結果，感染症を制圧するのに有効な手段は，直接教育指導であることよ
り，今回マニュアル改定に伴い，ICD・ICN，スーパーバイザーを指名し，現場での指導を行うことになり，
今後はより良い効果が期待されるであろう．
はじめに
　近年，院内感染症として注目されている疾患は，
メチシリン耐性黄色ブドウ球菌（Methicillin－
resistant　Staphylococcus　aureus；MRSA）感染症
とC型肝炎である．
　MRSAは接触感染が主体であり，C型肝炎は針刺
し事故による感染が主体で，その発生機序には大き
な違いがある．またC型肝炎は，事故感染率1）がか
なり低く，治療についてもある程度対応が可能であ
り，さらに感染症として強い感染力をもたないこと
より，使用済み注射針の処理を中心として行うこと
が事故対策となる．しかし，MRSA対策については
未だ未知の部分もあり，その対応に苦慮しているの
が現状である．
　今回，我々は東京医科大学病院中央検査部の協力
と感染症発生届及び室料差額免除申請書をもとに，
本院のMRSA感染症の現状と室料差額免除におけ
る病院経費について調査し，今後の対策について検
討を加えた．
方 法
　1．中央検査部検査による陽性者数
　当院中央検査部では毎月，細菌検査のMRSA陽
性患者のリストを作成しており，今回資料は1992年
4月から1994年3月までの2年間分とした．
　2．院内感染症発生届
　当院では1992年よりMRSAマニュアルを発行
し，この中で感染届の形式を示し，届出を義務化し
た．この発生届を集計した．
　3．差額免除申請書
　感染症の拡散を防ぐため，隔離の必要性がある患
者について，隔離前と隔離後（2人部屋の1人使用や
個室管理）病室との差額を免除する申請書を基に集
計を行った．
結 果
　1）中央検査部報告書の保菌患者数，感染者を月別
に実線で示した．1992年度は総数715人，月平均約
60人であった．これに対して1993年度821人，月平
均約68人と月平均8人の増加が認められた．中央検
1995年3月27日受付，1995年10月2日受理
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査部の毎月の報告では同一患者が重なる場合もあ
り，新規発生数をみるのには，月による重複患者数
を差し引くことになる．月別による新規発生件数を
破線で示しているが，両年度ともあまり変化がなく，
平均月齢30人であった．
　季節変動についてみると，夏季に多いことが分か
るがその他の季節では特徴的な所見は得られなかっ
た（図1）．
　2）新規発生の中播報告件数（実線）に対して医師
側からの発生届の状況（破線）をみてみると，92年
度の届出率は中検報告件数の51．7％であり，93年度
は23．1％と低下していた．特に93年度5月の差が
大きい．
　3）病棟別患者延べ数
　病棟における感染者の分布をみると，あらゆる病
棟に患者が発生しており，特に13階は東西とも多発
し，両者で全体の20％以上を占めていた．13階東は
脳外科病棟，西は耳鼻科病棟である．13階に次いで
15階西にも発生率が多く，老年病科の病棟である
（表1）．
　この多発病棟の月別発生数をみてみると，92年度
と93年度では有意差はなく，また月別による変化に
一定の傾向はみられなかった（表2）．感染症の拡散
を防ぎ，感染症感染症患者の治療を行うには大部屋
から個室管理に移すことが適切である．このため当
院には特定室免除制度があり，室料差額を徴収して
いない．そこで2年間における差額免除件数と年間
免除費用をみてみると，免除比率では，92年度に比
べ93年度は約8％の増加がみられ，総患者数も増加
し，免除額も年間2100万円の増加となった（表3）．
　MRSA感染症による隔離患者の隔離期間は，両年
度とも約半数が1カ月以内に隔離解除となり，2カ
月では80％前後であった．しかし，3カ月以上隔離
を必要としたものが全体の20．0％前後もあり，これ
らが差額免除額の増大に大きく影響を与えていた
（表4）．
　MRSA感染症における予後については，2年間の
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図2．MRSAの月別報告届け出件数
　　実線は新規発生患者数，破線は届け出件数．
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病棟全体で発生していた．
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当院死亡率では平均1．9％である．92年度死亡率
2．2％に対し93年度は1．5％と0．7％の減少があり，
重症のMRSA感染症が減少の傾向にあると思われ
る（表5）．
考 察
　本邦において，MRSA感染症が増加しはじめたの
は，1980年頃といわれている2）．原因としてセフェム
系第3世代の繁用が考えられ，死亡例がみられたこ
とから，各施設においてその防御対策と教育が重点
的に行われるようになった．当院においても，1988
年頃より増加傾向が認められ，院内感染症マニュア
ルの作成や教育講演による指導が行われたが，減少
の傾向はみられず，対策に苦慮している．現状は今
， 月までの「小計」および，3
カ月以上の「小計」を示した．2カ月までで全体の80％
が隔離解除されいた．
表5．死亡退院数
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回の統計にみられる如くであり，それぞれの結果に
ついて考按を試みた．
　1）月別MRSA陽性者と新規発生者
　月別陽性者とはMRSA感染在院者数であり，
1993年7月と9月にピークがみられ，80人以上と他
の病院3）に比べかなりの増加であった．1992年には
当院初のMRSA感染対策マニュアルを発行した
が，内容的にやや総論的であり，細かい指導には至
らず，予防対策が不十分であったため，現在各論を
密にしたマニュアルを作成している．
　MRSA感染症を撲滅させることは不可能に近く，
いかに制御するかにかかっている．
　これまでの発生率は月平均30件であり，特に手術
と抗生剤の関係が強く関わっていたことにより，現
在は抗生剤の使用について，第3世代セファム系の
制限を行っている．
　ついで，中門報告の新規発生件数に対する届出数
をみると約半分から1／4であり，担当医の感染症サ
ーベイランスに対する意識が足りないように思われ
る．しかし，感染対策にとっては状況の把握が最も
重要なことであるので，頻回に注意勧告している．
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　2）　病棟別患者延べ数
　MRSAは全ての病棟で発生しうるものであり，施
設全体の感染対策と職員の意識向上が必要となる．
特に多発していた病棟は耳鼻科，脳外科，老年科で
ありこの病棟で全体の30％を占めていた．耳鼻科は
手術後の化学療法と気管切開によるものであり，脳
外科も術後の植物人間に近い患者に多発している．
又，老年科では局所的な褥創と気道よりの排菌であ
った．しかし隔離の基準があまりにも厳し過ぎ，個
室管理が多くなり，病床運営に支障をきたし，運用
的にも経済的にも病院管理に大きな影響を与えるこ
ともあるので，隔離基準の細かい分類と逆隔離を考
慮し，さらに現場での実情を踏まえた指導によって，
病床運営を円滑にする必要がある．
　3）　室料差額免除について
　感染予防対策の1つとして患者隔離4）が行われ
る．その際，差額なしの大部屋から個室に移すと患
者が差額分を負担できなくなったり，またMRSA
は院内感染ということから，患者の室料負担意識が
なく差額を徴収することができなくなる．この場合，
室料差額免除申請書により差額免除になる方法があ
るが，差額免除額は1992年度で4500万円，93年度
で6600万円にものぼり，病院会計に影響をもたらし
ている．必要な患者に必要な処置が適切に行われる
ことは大切なことではあるが，隔離患者の中でも局
所発生の患者を隔離する必要はなく，隔離基準につ
いてその指針と指導をきめ細かく設定する必要があ
る．今回のマニュアルは，隔離基準についてかなり
詳しく記載されている．
　感染症の発生があり隔離を必要とした場合1カ月
で50％前後が，また2カ月で80％前後の患者に隔離
解除がみられることにより，MRSA感染症に対する
感染対策によって隔離日数は短縮されるものであ
る．また，3カ月以上の長期に渡る隔離については，
その必要性を毎月チェックすることも必要になる．
チェック機能としてインフェクションコントロー
ルドクター（ICD）又はナース（ICN）5）を指名し，
感染症に対する絶対権限を与えることが重要なポイ
ントである．
　4）死亡例について
　当初原因不明の下痢と発熱により急激に死に至る
術後の患者が頻発したが，MRSA腸炎6）と分かるよ
うになり，バンコマイシン7）の登場によって，死亡率
の減少をみた．当院の死亡件数は92年度9人，93年
度が6人と減少したが，これはバンコマイシンの効
果によることと，医師及び看護婦の感染症に対する
注意が行き届くようになったためである．
　しかし，死亡患者数の減少に対し，発生率が増加
したことは，治療内容に原因があると思われる．
　そもそもMRSA感染症は第3世代抗生物質の乱
用によると言われているが，易感染者（免疫能の低
下した老人，小児，術後）が感染し易い．
　本院では特に外科系の術後に多発し，大手術，化
学療法を行った例に多くみられ，また尿導カテーテ
ルを使用している老人にも多発していた．MRSAの
発生に対しこれを絶滅させることはできず，少しで
も感染を制御する努力が必要であり，そのためには
少なくとも病室内に入る時は常時手洗いの励行8），
感染者に対してガウンテクニックを行うことが必要
である．さらに患者及び家族とのインフォームドコ
ンセント9）を得ることにより，トラブルが避けられ
る．
　以上がMRSA感染対策の現場での注意事項であ
るが，さらにICD・ICNおよびスーパーバイザー（感
染対策委員より選定された感染症専門医師）による
指導監視を行うことが，より効果的であり，95年3
月目り活動を初め週1回は回診を行い，医師，看護
婦と対策について検討を行い，効果が出始めている
ことより，今後も指導，監視を定着させていきたい．
結 語
　現在感染症の中でも最も恐れられ，対策に苦慮し
ているMRSAについて，本院の今後の対策につい
て述べたが，現状での対策では効果は少ないことよ
り，今後我々はICD及びICNとスーパーバイザー
を指名し，現場で十分に討議し，少しでも発生と拡
散を防ぐことで，効果の程が期待される．
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MRSA　Trends　and　Aspects　of　lnfection　Control
Hajime　NAWA，　Yoshibumi　WATANABE，　Katsuo　NAKAMURA，　Tatsumi　OOHARA，
　　　　　　　　　　　　　　　Masayuki　KITAMURA．　Tetsuo　NAKAMURA’
Depertment　of　Hospital　Administration，　Tokyo　Medical　College．
　　　　　　　　　’ltabashi　Central　General　Hospital
　Atotal　1536　cases　of　MRSA　infection　during　the　2－year　period　from　April　l　992　through　March　l　994
were　analyzed．
　The　study　includes　the　numbers　of　newly　developed　cases，　numbers　of　reports　made　concerning　the
cases　and　the　amounts　of　free　services　provided．
　　Numbers　of　newly　developed　cases　averaged　30　per　month　and　no　distinct　difference　between　1993　and
1994　was　derected　in　terms　of　frequency　of　incidence．
　There　was　therefore　no　distinct　effect　obtained　by　an　infection　control　manual　or　educational
orientation　methods．
　　Comparing　the　number　of　cases　reported　to　the　number　of　positive　cases　in　our　Central　Laboratory，
the　rate　of　reporting　was　51．7910　of　infected　patient　in　1992　and　23．190　in　1993，　showing　a　decrease　in
the　rate　of　reporting．
　　One　reason　for　this　was　that　there　was　no　clean－cut　delineation　between　carriers　and　symptomatic
patients　in　the　classification　of　the　lnfection　Control　Committee．
　　Consequently，　physicians　failed　to　report　carriers．
　　Considering　the　above　findings，　it　appears　that　one　of　the　most　effective　methods　to　control　MRSA
would　be　to　identify　supervisory　ward　staff　as　infection　control　doctors／（ICD）　and　infection　control
nurses／（ICN）　and　to　let　them　instruct　directly　in　the　wards，　and　to　improve　the　manual．
〈Key　words＞　MRSA，　lnfection　Control　Education，　lnfection　Control　Doctor，　lnfection　Control　Nurse．
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